
＜添付資料1　リスク分担表＞

№ 頁 No.リスクNo. 質問事項 回答
71 38 4 共通 契約 　契約リスクにつきまして、大学と事業者の双方

に丸が付されておりますが、自らの責によるもの
について、リスクを負担するとの趣旨と理解して
よろしいでしょうか。

　ご質問のとおり、事由の帰責性の有無に
よってリスクの負担者が決まるものとしま
す。
　契約の当事者双方の原因による場合には、
協議によりそれぞれの分担を定めるものとし
ます。72 38 11 共通 制度関連 税制度 　外形標準課税に関する税制変更リスクを事業者

が負担するのは酷ではないでしょうか。
　外形標準課税は、全ての事業者に影響を及
ぼす税金であり、本件事業に特別に影響を及
ぼす税金であるとは考えられないため、事業
者負担としております。

73 38 11 共通 制度関連 税制度 　税制度リスクにおいて、外形標準課税に関する
ものが事業者負担となっておりますが、何故事業
者負担なのかその理由をお示しください。

　外形標準課税は、全ての事業者に影響を及
ぼす税金であり、本件事業に特別に影響を及
ぼす税金であるとは考えられないため、事業
者負担としております。

74 38 11 共通 制度関連 　税制度リスクについて、外形標準課税につきま
しては、負担者：事業者とありますが、一方、別
添資料5 基本契約書（案） 別紙3には「①本事業
に直接関係する法令変更、②消費税に関する法令
変更、③法人に対し課される税のうち利益に課さ
れるもの以外に関する法令変更」とありますの
で、利益に課される税金ではない外形標準課税に
つきましては、大学側負担として頂けないので
しょうか。

　外形標準課税は、全ての事業者に影響を及
ぼす税金であり、本件事業に特別に影響を及
ぼす税金であるとは考えられないため、事業
者負担としております。

75 38 14 共通 制度関連 税制度 　PFI事業に特定的な税制の新設・変更について、
大学側がリスクを分担するとありますが、PFI事業
に特定的な税制の新設・変更によって、事業者側
に何らかのメリットが生じる場合は、事業者側が
享受できると考えてよろしいでしょうか。

　事業者側に何らかのメリットが生じる場合
は、関係者協議会において、その対応を協議
します。

76 38 15
16
共通 社会リスク住民対応　住民対応リスクで事業者が負うべきものに、予

め具体的な事例が想定されるものがあればご教示
ください。

　特に想定される事例はありません。

77 38 16 共通 社会リスク 　住民対応リスクについて、維持管理業務及び施
設整備事業において、周辺環境上、近隣住民等と
の約束事がありましたらご指示ください。

　現段階ではありません。

78 38 18 共通 社会リスク 第三者
賠償
　電波障害対策のリスクを事業者が負担するのは
酷ではないでしょうか。

　基本契約書（案）別紙７にてお示ししてお
りますように、サービス購入料に電波障害調
査・対策費を含めてお支払いすることとして
おりますので、施設設計規模に応じて電波障
害対策が予想される場合、その対策費用を提
案金額に含めてご提案頂きます。なお、関係
資料を提示します。

79 39 24
25
共通 不可抗力 　「※1　原則大学負担、一定の金額までは事業者

負担」となっていますが、「一定の金額」につい
て金額及び要件等を具体的内容にお示しくださ
い。

　基本契約書（案）第10章をご参照下さい。

80 39 29 共通 物価 　物価リスクにつきまして、維持管理期間中に大
学と事業者の両方に丸が付されておりますが、物
価変動に伴う見直しを行っていただけるため、見
直しを要するほどの物価変動に至らない場合、事
業者負担となるという趣旨と理解してよろしいで
しょうか。

　基本契約書（案）別紙９にてお示ししてお
りますように、価格指数比を算定し、改定率
（価格指数比から１を控除した率とする）の
絶対値が3.0％以下であった場合には、物価
変動に基づく改定を行わないものとします。

81 39 33 計画段階 測量・
調査

測量・調査リスクについて、電波障害調査の結果
により対策費用の増大があった場合に関して、
「実施方針等に関する質問回答集」の中で、電波
障害調査に係わる資料は入札説明書公表時にご提
示いただくこととなっていました。内容をお知ら
せください。

　参考資料を提示します。

82 39 33
34
計画段階 計画・

設計
測量・
調査
　No.33において「選定事業者が実施した測量・調
査に関するもの」は事業者が負担するとあり、一
方No.34において、地質障害、地中障害物及び埋蔵
文化財調査により新たに必要となった費用の負担
及び工期の延長は大学側が負担するとあります
が、選定事業者が実施した調査により、No34に揚
げられた地質障害や地中障害物及び埋蔵文化財が
確認された場合は、大学側がリスクを負担すると
解釈してよろしいでしょうか。

　ご質問のとおりです。

リスクの種類

入札説明書等に関する質問回答書
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№ 頁 No.リスクNo. 質問事項 回答リスクの種類
83 39 37 建設段階 建設 土地瑕疵　基本契約書（案）の第11条2項（5ﾍﾟｰｼﾞ）からす

ると、土地瑕疵リスクに、地中障害、地中障害物
及び埋蔵文化財調査により発生する合理的な追加
費用及び損害が含まれると考えてよろしいでしょ
うか。

　計画段階において地質障害、地中障害物及
び埋蔵文化財調査により新たに費用が必要に
なった場合の負担及び工期の延長について
は、リスクNo.34の測量・調査リスクにおい
て大学が負担するものとし、建設段階におい
てはご質問のとおり土地瑕疵リスクにて大学
が負担するものとします。

84 40 46
48
49関連

　時限のリスクに伴い、仮に事業が取り止められ
るといった場合、事業者に生じる損害や増加費用
については、具体的にはどのように取り扱われ、
どのように大学が負担されるのでしょうか。

　基本契約書（案）第54条をご参照下さい。

85 40 55 維持管理
段階
維持管理 施設損傷　施設損傷リスクにおいて、事故・火災等による

もの（大学及び第三者の責めによる場合）が大学
の負担となっていますが、火災保険等で対応する
のでしょうか、対応内容をお知らせください。

　熊本大学は火災保険を付保することは予定
しておりませんが、独立行政法人化後につい
て検討中です。

86 40 維持管理
段階

　建築設備維持管理における法的規制の改定に伴
う費用の変動はどうでしょうか。

　法制度リスクNo.7､8に該当します。
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